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Ⅰ 監査品質向上に向けた取組み及び事務所概要
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【Ⅰ－１．監査事務所の最高責任者からのメッセージ】

理念 経営理念・行動指針と監査チームに求める資質

経営理念

公認会計士としての使命感・責任感を保持し、質の高い監査
業務の遂行により社会に貢献する。

行動指針
1 監査品質の継続的な向上を追求する

2 継続的な自己研鑽を怠らず、専門能力の向上に努める

3 高い職業倫理を保持し、独立性を堅持する

4 正当な注意を払い、懐疑心の保持を徹底する

5 法令を遵守し、社会の規範となる行動をとる

私たち興亜監査法人は、上記の「経営理念」と「行動指針」を定めています。監査業務の遂行にあたって常に監査の品質を重視しており、1982年12月の設立以来、この姿勢は40年以上にわたって
変わっていないと自負しております。

監査チームに求める公認会計士の資質

また、資本市場からの「期待」やクライアントからの「信頼」に応えるため、監査の現場で実際にサービスを提供する「公認会計士」の資質を重要視しており、以下の資質を高く有している人材により監査チ
ームを組織しております。

✓

公認会計士としての使命感・責任
感

✓

真摯な態度・誠実な対応

✓

スピーディな対応力・判断力

✓

高度な専門的能力

✓

たゆまぬ努力・自己研鑽を楽しむ資
質

私たち興亜監査法人は、経済社会・資本市場の健全な発展に資するべく監査業務を遂行することにより、私たち自身も成長してまいる所存です。今後ともご指導ご鞭撻のほど、よろしくお願い申し上げます。

興亜監査法人 理事長 柿原 佳孝 4



【Ⅰ－１．監査事務所の最高責任者からのメッセージ】

監査品質目標AQI

当監査法人は、以下の監査品質指標（AQI）を設定し、監査品質のモニタリングを行っております。

独立性の遵守状況の
回答率・識別された違反数

2025年3月期

100％・0件

当期 2026年3月期

100％・0件
P10参照

社員1人当たりが担当する
金融商品取引法適用会社の件数

2025年3月期

0.90社

当期 2026年3月期

0.72社
P13参照

専門要員1人当たりが
担当する関与先の件数

2025年3月期

0.85社

当期 2026年3月期

0.82社
P19参照

CPD義務達成率

2025年3月期

100％

当期 2026年3月期

100％
P22参照
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【Ⅰ－２．事務所概要】

事務所概要 2026年3月31日現在

法人名 理事長 所在地 設立

興亜監査法人
（Koa Audit Corporation） 柿原 佳孝 東京都千代田区

神田錦町3丁目19番 1982年12月

人員構成（合計48名）

職種 人数

代表社員 4名

社員 7名

公認会計士 34名

中国公認会計士 1名

事務職 2名

合計 48名

関与先数（合計38社）

関与先区分 件数

金商法・会社法監査 8社

会社法監査 7社

学校法人 4社

労働組合 8社

その他の法定監査 1社

その他の任意監査 10社

合計 38社
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Ⅱ 経営管理の状況等
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【Ⅱ－１．品質管理基盤】

1-1 品質管理に関する基本方針

全ての監査法人がそうであるように、当監査法人も「監査の品質管理」を経営管理の最重要課題として認識しております。そのために、監査の品質管理に関する方針及び手続
を定めるとともに、監査品質を維持・向上していくための体制を構築しております。

監査の品質管理に関する方針及び手続は、監査の品質管理規程を含む体系化された規程・マニュアルにより具体化されております。

方針及び手続

監査の品質管理規程を含む体系化された規程・マニュアルを整備

管理体制

品質管理を維持・向上していくための実施体制を構築
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【Ⅱ－１．品質管理基盤】

1-2 品質管理体制
当監査法人では、品質管理システムに関する最高責任者を理事長とし、品質管理の整備・運用部門として品質管理室を設置しております。品質管理室は、代表社員である品質管理担当責任者と
、社員である品質管理担当者1名で構成されております。品質管理室以外にも、人事評価担当、アサイン担当、教育研修担当、IT・情報セキュリティ担当を社員から選任ております。また、モニタリング
責任者及びモニタリング担当が品質管理システムの評価を実施し、その結果及び改善状況を社員会に報告しております。

また、監査品質の維持・向上を目的として、全社員で構成する品質管理委員会を設置しております。品質管理委員会は、品質管理に議論の焦点を絞り、意見交換、報告、情報共有の場として機
能させることを目的に、月に1度開催しております。

（当法人の組織図） 2026年3月31日時点

社員会

モニタリング責任者 品質管理委員会理事長

モニタリング担当

品質管理室
（品質管理担当責任者・
品質管理担当者）

人事評価担当 アサイン担当 教育研修担当 IT・情報
セキュリティ担当 監査部門 審査

（社員が相互に実施） 総務部門
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【Ⅱ－１．品質管理基盤】

1-3 品質を重視する風土の醸成／職業倫理及び独立性の保持

品質を重視する風土の醸成

当監査法人では、最高経営責任者である理事長が、監査の品質管理を重視するトップと
してのメッセージを定期的に全職員に対して発信しております。また、社員会においても、議
論の過程で監査の品質管理を重視する姿勢を示しているほか、当監査法人主催の研修
会においても理事長挨拶において監査の品質管理を重視する姿勢を示しております。さら
に、当監査法人のWebサイト内の、「理事長ご挨拶」及び動画の「理事長メッセージ」にお
いて、監査の品質管理を重視する姿勢を発信するようにしております。

職業倫理及び独立性の保持

当監査法人では、職業倫理に関する規定を遵守することを合理的に確保するために、職
業倫理及び独立性の確保に関する方針及び手続を定めております。職業倫理につきまし
ては、職業倫理に関する遵守事項を規定により定め、法人の行動指針の一つとして理事
長メッセージを通して組織内に浸透させております。また、品質管理担当責任者は年に1
度全職員より誓約書を入手し職業倫理の遵守状況を確かめております。さらに、監査責
任者は監査業務の全ての局面において専門要員が職業倫理の遵守をしていることを確か
めております。

独立性の保持

独立性につきましては、品質管理担当責任者が、毎年1月1日現在、7月1日現在並び
に必要となる時点において、全職員が提出した「監査人の独立性のチェックリスト」をもとに、
独立性に対する阻害要因の有無を調査するとともに、独立性の遵守状況に変更がないこ
とを業務報告書等により毎月確かめております。独立性を阻害するような状況や関係が識
別された場合には、品質管理担当責任者は、独立性に対する阻害要因の除去又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードの適用を行い、社員会に報
告しております。

独立性の遵守状況

2025年7月1日現在 2026年1月1日現在

確認書回答率 100％ 100％

違反件数 0件 0件
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【Ⅱ－１．品質管理基盤】

1-4 ローテーション

当監査法人における監査業務担当者の長期間の関与につきましては、ローテーション規程を定めて適切に管理しております。上場会社等社会的影響度の高い事業体につきましては、
業務執行社員としての最長関与期間とインターバル期間を以下のとおり定め、これを遵守したローテーション計画を策定しております。また、監査業務の審査につきましては、コンカリング・
レビュー・パートナー制を採用しており、審査担当者の任期についても、以下のとおり定めております。

業務執行社員

役割 最長関与期間 インターバル期間

筆頭業務執行社員 7会計期間 5会計期間

その他の業務執行社員 7会計期間 2会計期間

審査担当者

役割 最長関与期間 インターバル期間

審査担当者 7会計期間 3会計期間
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【Ⅱ－１．品質管理基盤】

1-5 契約の新規締結及び更新

当監査法人では、監査の品質管理規程において、契約の新規締結及び更新に関する方針を定めております。契約の新規締結及び更新につきましては、社員会において主に
以下の観点から情報を収集し、討議・検討のうえで決議を行っております。

1 リソース（監査時間や人的資源）が確保できること

2 関連する職業倫理に関する規定を遵守できること

3 関与先の誠実性が、契約の新規締結や更新に重要な影響を与えないこと

4 当監査法人で定めた新規締結及び更新のルールに抵触しないこと

12



【Ⅱ－１．品質管理基盤】

1-6 指揮、監督及び査閲

当監査法人では、監査責任者であるパートナーのうち1名が現場責任者を兼任する体制を原則としております。パートナーがクライアントと現場で直接応対することにより、深度の
ある専門的な判断を、スピード感をもって行うことが可能になります。また、監査責任者が個々の監査チームメンバーの適正、能力及び経験を考慮して、日程及び分担を決定し、
その結果を適時に査閲しております。

金融商品取引法適用会社は社会的影響が大きく、要求事項も多いため、必然的に監査時間が多くかかっております。当監査法人では、品質確保の観点からパートナー2名体
制を基本とし、そのうち1名が現場責任者を兼任する運用を行っております。さらに、パートナーローテーションの要請も踏まえると、特定のパートナーに過度な負荷が集中しないよう
、社員1人当たりが担当する金融商品取引法適用会社の件数を重要な指標として位置付けております。当法人では、過去の経験から、社員1人当たりが担当する金融商品取
引法適用会社の件数を概ね1.25以下になることを目標としております。

2025年3月31日時点 2026年3月31日時点

A 金融商品取引法適用会社数 9社 8社

B 社員数 10名 11名

C A÷B 1人当たり会社数 0.90社 0.72社

目標達成状況 達成 達成
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【Ⅱ－１．品質管理基盤】

1-7 審査／専門的な見解の問合せ／監査調書の管理

審査

当監査法人では、コンカリング・レビュー・パートナー制を採用しており、全ての監査業務に対して審査担当パートナーを選任しております。監査チームは、監査意見の形成に至る
全過程について審査担当パートナーの審査を受審し、審査が完了するまでは監査報告書を発行することができない制度となっております。また、審査担当者の適格性や客観性
の要件を定めるともに、審査実施方法及び内容、審査担当者と監査チームで意見の相違が生じた場合の対処方法等を審査規程において明文化し、審査の実効性を確保して
おります。

専門的な見解の問合せ

当監査法人では、専門性が高く判断に困難が伴う事項や見解が定まっていない事項及び監査事務所の方針又は手続で専門的な見解の問合せが必要とされている事項、その
他監査責任者が職業的専門家として専門的な見解が必要と判断した事項につきましては、監査責任者は適切に専門的な見解の問合せを実施することを規定しております。専
門的な見解の問合せ先には、法人外部の法律等の専門家のほか、法人内部において能力、適性のある者を選定しております。

監査調書の管理

当監査法人では、監査ファイルの最終的な整理期限を監査報告書日・中間監査報告書日・期中レビュー報告書日（監査調書に複数の監査報告書が含まれている場合には
いずれか遅い監査報告書日）から60日以内としております。最終的な整理期限後、監査調書は品質管理担当責任者の管理下に置かれております。特に、上場会社等の監
査調書につきましては、監査調書の改ざん防止措置規程を設けて、より徹底した監査調書の保全を実施しております。具体的には、監査ファイルはDVD-Rに保存し、それを監
査調書とし、監査調書（DVD-R）を、当監査法人で定めた期日内に品質管理担当責任者に提出し、品質管理担当責任者が厳重に管理を行うことにより、監査チームが監
査調書にアクセスできないようにしております。また、監査報告書日から品質管理担当責任者への提出日までの監査調書の変更については変更記録を残し、審査担当者の確
認をうけております。
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【Ⅱ－１．品質管理基盤】

1-8 品質管理システムの監視・評価

当監査法人は、品質管理システムの監視を行うため、完了した監査業務の検証を循環的に実施しております。検証のサイクルは、原則として3年を超えない期間とし、一つの検
証のサイクルの中で、一人の監査責任者に対して少なくとも一つの監査業務を検証の対象として選定することとしております。

3社
検証を実施した個別業務数

6名
検証対象となった社員数

（2026年3月期実績）

品質管理システムの評価

品質管理システムの評価に関する方針及び手続を、監査の品質管理規程及び品質管理システム評価規程に定めております。当監査法人の会計年度の末日である3月31日を基準日として
モニタリング責任者及び担当者が品質管理システムを評価し、識別された不備に対して迅速かつ適切な措置を講じております。

（評価結果）当監査法人の理事長柿原佳孝は、2026年3月31日を基準日として品質管理システムの整備及び運用状況を評価した結果、当監査法人の品質管理システムは、当該システ
ムの目的が達成されているという合理的な保証を提供しているものと判断している。

15
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【Ⅱ－１．品質管理基盤】

1-9 外部によるレビュー等

公認会計士又は監査法人に対する、公認会計士法に基づく我が国における外部のレビュー又は検査の制度には、日本公認会計士協会による品質管理レビューと、公認会計士・監査審査会による
検査があります。日本公認会計士協会による品質管理レビューでは、個別の監査業務に影響を与える監査事務所の品質管理のシステムの整備及び運用の状況、並びに当該品質管理のシステムが
個別業務において適切に運用されているかを確認しております。公認会計士・監査審査会は、協会から品質管理レビューに関する報告を受け、主に品質管理レビュー制度が適切に運営されているか、
監査事務所の監査業務が適切に行われているかについて審査し、必要に応じて監査事務所等への立入検査を実施しております。立入検査の結果、監査事務所の品質管理のシステムや個別監査
業務の不備を発見した場合には、検査結果通知書により通知し、監査事務所にその改善を促しております。

当法人における外部によるレビュー等の結果は以下のとおりです。

日本公認会計士協会による品質管理レビュー

（品質管理レビュー報告書の交付年月）
当監査法人は、2026年3月に、品質管理レビュー報告書の交付を受けました。

（実施結果）
当該通常レビューの実施結果は、「重要な不備事項のない実施結果」でした。

公認会計士・監査審査会による検査

当監査法人は、公認会計士・監査審査会の検査による行政処分勧告、及び金融
庁による行政処分を受けたことはありません。
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【Ⅱ－２．組織・ガバナンス基盤】

2-1 組織・ガバナンスに関する基本方針
当監査法人は、「Ⅰ－２．事務所概要」に記載したとおり、小規模な監査法人であるため、法人の経営機関と監査現場との間に隔たりがほとんどないことから、相互監視による
ことで透明性の高い組織・ガバナンス体制を構築することが可能であると考えております。このため、権限の委譲や細分化は極力排除し、最高意思決定機関である社員会におい
て、日常的な一定の重要事項をも決議することにより法人の組織運営を行っております。

他方、同じ組織内の構成員による相互監視では、類似した視点からの監視となる危険性を孕むことから、「監査法人の組織的な運営に関する原則」（監査法人のガバナンス・
コード）を適用し、独立性を有する第三者（公認会計士）を選任し、監督・評価の役割のほか、法人内部では気づきにくい大所高所の視点から外部の意見を伺うことを期待
しております。
今後も効果的・効率的な法人経営や監査品質の維持・向上のため、小規模な組織であってもより効果的な組織・ガバナンスはないか、組織の規模に変動が生じた場合にはどう
すべきか、継続して自問自答することが肝要であると考えております。

社員会

当監査法人では、社員会を最高意思決定機関と位置付けて、日常的な一定の重要事項から最重要事項まで意思決定を行っております。社員会は、代表社員4名、社員7
名の合計11名で構成されており、最高経営責任者である理事長と品質管理担当責任者を中心として、各社員がそれぞれの担当をもって組織運営を行っています。社員会は、
月に１度開催することを原則として、これを定時社員会としております。この他、必要に応じて臨時社員会を開催しております。

また、監査の品質に関しては、重要な懸念事項の生じた関与先や継続的なモニタリングが必要と判断した関与先について、個別業務の監査責任者や審査担当者に任せきりに
することなく、社員会において情報共有することにより、効果的な監視が行える体制を構築しております。

11名
社員会構成人数

12回
2026年3月期 定時社員会開催回数

13回
2026年3月期 臨時社員会開催回数
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【Ⅱ－２．組織・ガバナンス基盤】

2-2 独立性を有する第三者

当監査法人では、独立性を有する第三者である公認会計士を外部有識者として招き入れ、効果的な法人運営や監査の品質向上に資する意見を伺うなど、当監査法人の評価・監
督の役割を担う体制を整えております。当監査法人では、独立性を有する第三者の独立性について、以下のように定義しております。

① 選任時点で当監査法人及び当監査法人の関与先との間に利害関係がない者 ② 過去において当監査法人の社員及び常勤職員の地位になかった者

③ 当監査法人の上場会社の関与先の役職員の地位に過去5年以内になかった者 ④ 当監査法人の非常勤職員等としての業務の実施が過去5年以内になかった者

上記条件に該当する独立性を有する第三者として、石久保善之公認会計士を選任しております。石久保善之公認会計士は大手監査法人の元パートナーであり、一般事業会社で社外役
員としての経験も豊富であることから、当監査法人の監督・評価の役割のほか、当監査法人の内部の構成員だけでは気づきにくい事項や大所高所からの意見を期待しております。

なお、石久保善之公認会計士は2026年3月期に開催された定時社員会すべてに出席しております。

18



【Ⅱ－３．人的基盤】

3-1 人員構成・監査経験年数及び人的リソースの状況

当監査法人では、品質の高い監査業務を提供するため、その根幹となる人材の基盤確保を重視しております。リソースの量的な確保だけでなく多様な人材を確保する観点から、我が国の公認会計士
の資格以外の資格を保有する者の採用、兼業や副業を認めることによる多様なスキルセットを持つことを推奨しております。また、当監査法人では、非常勤の専門要員は33名で、専門要員に占める比
率は71％と高くなっておりますが、これは、経験とスキルのある専門要員に監査業務に従事していただくためには、非常勤の方が採用しやすいためです。

職階別人員構成（2026年3月31日現在） 公認会計士登録後年数（2026年3月31日現在）
職階 人数

代表社員・社員 11名

社員以外の公認会計士 34名

中国公認会計士 1名

事務職員 2名

合計 48名

登録後年数 代表社員・社員 社員以外の公認会計士

10年未満 1名 10名

20年未満 5名 17名

20年以上 5名 7名

当監査法人では、高品質の監査業務を実施するため、人的リソースの確保を重視しております。監査契約の新規受嘱や更新の際に人的リソースの確保を確認・検討しておりますが、関与先数と専門
要員一人当たりの関係は以下のとおりです。当監査法人は小規模の関与先が多いため、専門要員一人当たりの関与先数は大規模・中堅監査法人と比較して大きくなりがちですが、下記のとおり、必
要なリソースは確保されております。※専門要員は公認会計士・外国公認会計士です。

人的リソースの状況
2025年3月31日現在 2026年3月31日現在

関与先数（社）：a 41社 38社

社員（人数） 10名 11名

社員以外の専門要員（人数） 38名 35名

専門要員合計（人数）：b 48名 46名

専門要員一人当たり関与先数（社）：a/b 0.85社 0.82社
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【Ⅱ－３．人的基盤】

3-2 人材の多様性の重視と兼業・副業を認める体制

当監査法人では、高品質の監査業務を提供するため、バックグラウンド、経験、スキル、視点、適性の多様性を重視しております。外国の公認会計士資格（中国）を保有する者やIT資格を保有する
者など異なる資格を保有する者や、我が国の公認会計士の中でも監査業務のみを行ってきた者に限らず一般事業会社勤務経験者やコンサルティング会社勤務経験者等によって構成されております。
業務内容に合わせた適材適所の人材の配置や多様な視点で監査を実施することで、効果的な監査を実施しております。

また、当監査法人では女性に活躍の場を提供することを重視しております。2026年3月31日現在において、女性比率は以下のようになっております。今後も引き続き、多様性を尊重する法人文化の
醸成を推進し、業務の従事時間の柔軟な設定やテレワークの実施により男女問わず働きやすい環境を整備することを重視してまいります。

女性比率（2026年3月31日現在）

社員

9.0％
11名中1名

常勤の専門要員

50.0％
2名中1名

非常勤の専門要員

24.2％
33名中8名

当監査法人では、社員及び常勤職員について、一定の条件を設けた上で個人での副業・兼業を認めております。こうした体制には、以下のメリットがあると考えております。

①人材の多様性と成長

兼業や副業を通じて多様な経験、スキル、リスク視点等を得るこ
とができるため、法人としての成長につながること。

②人材の確保とモチベーション

特に若い世代は、自分のキャリアや興味を追求する機会を求める
傾向があるため、兼業・副業を認めることで、人材の定着につな
がること。また、従業員のワークライフバランスが改善され、モチベー
ションや生産性が向上することが期待されること。

③経済的な理由が監査意見に影響するリスクの低減

社員及び常勤職員が監査業務以外の収入を得ることで財政的
基盤が強固となることから、経済的な理由が監査意見に影響す
るリスクを低減できること。

以上より、兼業・副業を認める体制を確保することは、構成員の満足度を高め、法人全体の競争力を強化することにつながるものと考えております。
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【Ⅱ－３．人的基盤】

3-3 人事評価制度

監査の品質を重視した人事評価制度の構築･運用を図るべく、専門要員人事評価規程を整備し運用しております。具体的には、法人の重視する人財の資質･能力として次の6つを
掲げ、これらの資質･能力を有している専門要員の採用･育成･契約の維持及びさらなる確保を目指す体制を構築しております。

1 価値観・倫理・姿勢 2 専門知識 3 変化即応能力・学び続ける姿勢

4 本質を見抜く能力 5 課題解決能力 6 一般知識・教養

社員･常勤職員･非常勤職員いずれについても、2段階評価体制を構築し最高経営責任者の主観的評価に基づく単独評価がなされないような人事評価システムを構築するとともに、
監査の品質を最優先とした評価項目を設定した人事評価シートの利用により、実効性のある評価態勢を構築しております。
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【Ⅱ－３．人的基盤】

3-4 研修方針・体制
当監査法人に所属する専門要員の教育研修を統一的かつ効率的に実施するため、教育研修担当を置き、専門要員がスキルアップできるよう配慮するとともに、監査の品質維持・向上を図っ
ております。教育研修担当社員1名を選任しております。

当監査法人では、日本公認会計士協会が実施している継続的専門能力開発制度（CPD）の研修について、CPD義務対象者の専門要員は、CPDを毎年最低40単位（職業倫理2単位、税務2単位、
監査の品質及び不正リスク対応6単位（うち2単位以上は不正事例研修）を含む）を履修しなければならず、12月末までの概ね30単位の履修努力義務と、2月末までの40単位の履修完了義務を規定し
ております。教育研修担当は12月末と2月末に全ての専門要員の履修状況を把握するとともに、1月と3月の社員会において年間40単位未達成者の履修状況について報告しております。なお、3月の社員会
まで（非常勤の専門要員の場合は3月の業務報告書提出時まで）に40単位の履修及び登録を完了していない専門要員に対しては、履修及び登録を完了するまで監査業務への従事を認めないこととし、
CPD履修義務違反の発生を防止しております。

CPD義務達成率

2025年3月期 2026年3月期

100％ 100％

当監査法人では、日本公認会計士協会、その他の主催する研修の中から各専門要員が受講すべき重要な研修であると判断した場合
には、各専門要員に通知し、履修を促しております。また、教育研修規程に基づき毎年法人研修計画を策定し、基準等の改訂や品質
管理、独立性・インサイダー取引等に関して当監査法人主催の研修会を実施しております。特に監査の品質維持・向上のため重要と判
断される研修につきましては、全ての専門要員必修の研修とし、定期的に実施しております。
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【Ⅱ－４．IT基盤】

4 ITに関する基本方針・情報セキュリティ及び今後の方向性

ITに関する基本方針と現状

当監査法人では、業務効率の向上・労働環境の向上等の観点から、IT基盤を整備し、法人の業務全般に取り入れることを最重要テーマの一つとして考えております。現在、当監査法人では
、クラウドサービスを導入し、法人内部やクライアントとのデータ共有のみならず、クラウド上でデータファイルを作成する仕組みを整備運用しております。アクセスに当たっては、二段階認証を採用す
ることで、なりすましリスクに対応しております。また、アサイン管理のための独自システム（日程管理ツール）を開発し、法人全体での効果的なスケジュールやリソース管理を実現しております。

情報セキュリティ

当監査法人では、業務で取り扱う情報の秘匿性の高さを鑑み、セキュリティポリシー（情報セキュリティ基本方針・情報セキュリティ実施基準・情報セキュリティ対策基準）を定め、IT環境の変
化に伴い適宜改訂するとともに、その内容を法人研修により全職員に周知しております。また、全職員の情報セキュリティの遵守状況を定期的にモニタリングし、その運用が徹底されていることを
確認しております。当監査法人では、IT・情報セキュリティ部門が情報セキュリティの全般的な責任を有しており、情報セキュリティの教育やインシデント発生時の対応等について、積極的な関与
を行っております。

また、当監査法人では、情報セキュリティ強化のため、PCを紛失した場合の情報漏洩リスクを低減させるため、全職員のPCに暗号化された領域を生成するソフトウェアを導入し、PCにデータが残
らない仕組みを構築しております。

2026年度目標

当監査法人では、監査調書の改ざん防止の更なる強化や監査業務の効率化の観点から、2026年度を目標に電子監査調書システムを導入する予定でございます。

当監査法人では、情報システムに係る投資は必要不可欠なものと考えており、今後も環境の変化に伴い適切に対応してまいります。
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【Ⅱ－５．財務基盤】

5 財務運営に関する基本方針／報酬依存度

監査法人における財務運営は、監査法人の持続可能性と独立性確保のために重要であると認識しております。当監査法人は、特定の関与先に依存しない財務基盤を有し、今後も
継続的に監査業務を提供するため、安定性を重視した財務運営を行っております。今後もサステナブルな監査法人であり続けるため、安定的な財務運営を心掛けてまいります。

当監査法人では、新規監査契約の受嘱にあたり、監査報酬の構成割合を考慮するとともに、社員が個人として税務業
務や非監査証明業務を受嘱することを認めることで、監査業務以外の収入を得て財政的基盤を多様化できるよう配慮し
ております。これにより、特定の監査先からの報酬依存度が15％を超えないよう管理しています。2026年3月期において
、報酬依存度が15％を超えた監査先はございません。

報酬依存度15％を超える関与先

0 件

自己資本比率・流動比率（2026年3月末時点）

当監査法人の2026年3月末時点における自己資本比率は89.9％、流動比率は887.6％であり、安定的な財務基盤を確保しております。

自己資本比率

89.9％
2026年3月末

流動比率

887.6％
2026年3月末
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【Ⅱ－６．国際対応基盤】

6 国際対応基盤

当監査法人において、グローバルな事業展開を行っている関与先もあるため、グループ監査の一環として海外子会社等の監査について対応しております。現時点では監査先の海
外展開の程度から、中国公認会計士、海外子会社監査経験者、TOEIC900点以上獲得者を含む当監査法人における専門要員によって現地往査を含む監査を実施してお
ります。

「グループ監査における特別な考慮事項（監査基準報告書600）」の適用にあたりましては、関与先の海外事業展開がより一層深まること等によりグループ監査において海外
子会社等の監査人が監査に関与する場合には、海外子会社等の監査人の独立性・能力等を評価した上で双方向のコミュニケーションの実施、海外子会社等の監査人の作業
の妥当性の評価等を行っております。

なお、当監査法人は現時点でグローバルネットワークには加入しておりませんが、加入の要否についても継続して検討してまいります。
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（参考）監査法人のガバナンス・コードの適用状況

2026年3月31日現在

下記、原則に関連する各指針について、実施している場合は「Comply」と記載し、その内容を説明しています。実施していない場合は「Explain」と記載のうえ、その理由を説明
しています。また、当監査法人に該当がない項目については、「Not Applicable」と記載しております。



【監査法人が果たすべ
き役割】

【監査法人が果たすべき役割】

原則１

監査法⼈は、会計監査を通じて企業の財務情報の信頼性を確保し、資本市場の参加者等の保護を図り、もって国
⺠経済の健全な発展に寄与する公益的な役割を有している。これを果たすため、監査法⼈は、法⼈の構成員による⾃
由闊達な議論と相互啓発を促し、その能⼒を⼗分に発揮させ、会計監査の品質を組織として持続的に向上させるべき
である。

当監査法人の基本的な考え方

当監査法人は、監査業務が企業の財務情報の信頼性を確保し、経済社会及び資本市場の健全な発展に寄与する
公益的な役割を担うことを十分に認識しています。
当監査法人の社員及び職員は、1982年12月の設立以来40年以上にわたり、常に監査の品質を最優先に考え、誠
実に監査業務を遂行してきました。この基本姿勢は現在も変わることなく受け継がれています。
今後も、社員及び職員相互のコミュニケーションを促進し、風通しの良い組織風土を醸成することにより、監査品質の持
続的な向上に取り組み、経済社会・資本市場の健全な発展に貢献してまいります。



【監査法人が果たすべき役割】

１－１． Comply

指針

監査法人は、その公益的な役割を認識し、会
計監査の品質の持続的な向上に向け、法人
の社員が業務管理体制の整備にその責務を
果たすとともに、トップ自ら及び法人の構成員
がそれぞれの役割を主体的に果たすよう、トッ
プの姿勢を明らかにすべきである。

当監査法人の取組み

最高経営責任者である理事長は、監査品質を最優先とする組織風土の醸成に向け、自ら率先してその重要性を全
職員に対して継続的に発信しています。また、社員会においては、監査品質の維持・向上を重視する姿勢を示しながら
議論を主導するとともに、当監査法人主催の研修会においても理事長挨拶を通じて監査品質の重要性を繰り返し発
信し、その意識の浸透に努めています。
さらに、当監査法人のWebサイト内に掲載している、「理事長ご挨拶」及び動画の「理事長メッセージ」において、監査
品質を最優先とする当監査法人の基本的な考え方や取組姿勢を発信しています。

年次報告書 参照 P.4 経営理念・行動指針 ／ P.10 品質を重視する風土の醸成



【監査法人が果たすべき役割】

１－２． Comply

指針

監査法人は、法人の構成員が共通に保持す
べき価値観を示すとともに、それを実践するた
めの考え方や行動の指針を明らかにすべきで
ある。

当監査法人の取組み

当監査法人は、「経営理念」と「行動指針」を次のとおり定めています。
「経営理念」
公認会計士としての使命感・責任感を保持し、質の高い監査業務の遂行により社会に貢献する。
「行動指針」
１．監査品質の継続的な向上を追求する
２．継続的な自己研鑽を怠らず、専門能力の向上に努める
３．高い職業倫理を保持し、独立性を堅持する
４．正当な注意を払い、懐疑心の保持を徹底する
５．法令を遵守し、社会の規範となる行動をとる

年次報告書 参照 P.4 経営理念・行動指針



【監査法人が果たすべき役割】

１－３． Comply

指針

監査法人は、法人の構成員の士気を高め、
職業的懐疑心や職業的専門家としての能力
を十分に保持・発揮させるよう、適切な動機
付けを行うべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人では、全ての社員が監査業務の責任者として、それぞれの監査チームにおける構成員とのコミュニケーション
を重視しています。構成員の意見や相談に真摯に耳を傾け、判断に迷う事項等について、適時・適切な助言を行うこと
で、安心して業務に取り組むことができる業務環境の整備に努めています。また、各社員は関与先の状況に応じて円滑
なコミュニケーションが図られるように監査チームの運営に配慮するとともに、必要に応じて通信環境等の業務環境を整
備し、効率的かつ円滑な監査業務の遂行を支援しています。
報酬及び人事評価については、社員及び監査職員を対象に、監査品質を重視した評価制度に基づいて業務遂行状
況を評価し、その結果を昇給に反映させることで、監査品質の維持・向上への動機づけを図っています。さらに、教育研
修にも力を入れることにより、各構成員の専門性の向上と継続的な能力開発を支援しています。非常勤監査職員につ
いては、報酬水準の見直しに加え、業務従事機会の拡充を図ることにより監査品質の向上に資する人材の確保及び
育成に努めています。
なお、子育て中の社員及び監査職員につきましては、男女を問わず勤務時間を柔軟に調整し、能力を十分に発揮で
きる働きやすい職場環境の整備に努めています。また、子育て中の社員等の人事評価や昇給について、不利益が及ば
ないように配慮しています。

年次報告書 参照 P.20 人材の多様性の重視 ／ P.21 人事評価制度 ／ P.22 研修方針・体制



【監査法人が果たすべき役割】

１－４． Comply

指針

監査法人は、法人の構成員が、会計監査を
巡る課題や知見、経験を共有し、積極的に議
論を行う、開放的な組織文化・風土を醸成す
べきである。

当監査法人の取組み

当監査法人では、全ての社員が社員会において均等な議決権を有していることから、法人運営及び監査の品質管理
について自由闊達に意見を述べ、議論できる体制としています。また、各社員が担当している監査業務における課題、
懸案事項等についても、社員会で協議するほか、日常的に理事長、審査担当社員、品質管理担当責任者と意見交
換を行うことができる環境を整えています。
品質管理に関する重要事項については、品質管理担当責任者等から社員会で共有された内容を、各社員が監査
チームへ適時に伝達しています。また、その内容について、監査チームの構成員とディスカッションを行い、実務上の課題
や有用な意見を社員会にフィードバックすることにより、現場の知見を品質管理の改善に活かす双方向の情報共有を
実践しています。
さらに、理事長は、日頃から監査チームの構成員に対して、業務上の課題や要望等があれば、遠慮なく相談・提案す
るよう呼び掛けており、率直な意見交換ができる風通しの良い組織風土の醸成に努めています。

年次報告書 参照 P.9 品質管理体制（品質管理委員会） ／ P.17 社員会



【監査法人が果たすべき役割】

１－５． Comply

指針

監査法人は、法人の業務における非監査業
務（グループ内を含む。）の位置づけについて
の考え方に加えて、利益相反や独立性の懸
念に対し、規模・特性等を踏まえて具体的にど
のような姿勢で対応を講じているかを明らかに
すべきである。また、監査法人の構成員に兼
業・副業を認めている場合には、人材の育成・
確保に関する考え方も含めて、利益相反や独
立性の懸念に対して、どのような対応を講じて
いるか明らかにすべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人における非監査証明業務に係る報酬は法人全体の収入に占める割合としては僅かです。一方で、非監
査証明業務については、依頼を受けた場合には、当監査法人の業務遂行能力に加え、利益相反や独立性への影響
を慎重に検討した上で、適切に受嘱の可否を判断しています。
また、当監査法人では、社員及び常勤職員による個人での税務業務、非常勤監査役等への就任及び非監査証明
業務の受嘱を認めています。ただし、非監査証明業務については、社員会における承認を条件としています。これらの業
務は、社員及び常勤職員の知見と実務経験を高めるとともに、多様な業務経験を通じて視野の広い人材育成に資す
るものと考えております。また、当監査法人の業務以外にも活躍の機会を提供することで人材の確保・定着にも寄与し
ています。さらに監査業務以外の収入源を確保することにより、特定の監査報酬への経済的依存を抑制し、監査人と
しての独立性を維持・強化することにもつながるものと考えています。
独立性の確保については、「独立性チェックリスト」を利用した年２回の定期的な確認に加え、毎月の報告等を通じて、
独立性の状況を確認しています。

年次報告書 参照 P.10 職業倫理及び独立性の保持 ／ P.20 兼業・副業を認める体制 ／ P.24 報酬依存度



【監査法人が果たすべき役割】

１－６． Not Applicable

指針

監査法人がグローバルネットワークに加盟して
いる場合や、他の法人等との包括的な業務
提携等を通じてグループ経営を行っている場合、
監査法人は、グローバルネットワークやグループ
との関係性や位置づけについて、どのような在り
方を念頭に監査法人の運営を行っているのか
を明らかにすべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人は、グローバルネットワークに加盟しておらず、他の法人等との包括的な業務提携等を通じてグループ経営
を行っていないため、該当事項はありません。

年次報告書 参照 P.25 国際対応基盤



【組織体制】
実効的な経営機能

【組織体制】 実効的な経営機能

原則２

監査法人は、会計監査の品質の持続的な向上に向けた法人全体の組織的な運営を実現するため、実効的に経営
（マネジメント）機能を発揮すべきである。

当監査法人の基本的な考え方

当監査法人は、小規模な組織であるという特性を活かし、社員会を中心とした組織的かつ実効的な経営管理を行って
います。社員会において法人運営及び監査品質に関する重要事項を十分に審議・決定することにより、経営機能を適
切に発揮し、会計監査の品質の持続的な向上に取り組んでいます。



【組織体制】

２－１． Comply

指針

監査法人は、実効的な経営（マネジメント）
機関を設け、組織的な運営が行われるように
すべきである。また、規模・特性等を踏まえて
経営機関を設けないとした場合は、実効的な
経営機能を確保すべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人は、小規模な組織であるという特性を活かし、社員会を法人の最高意思決定機関として位置付け、法人
運営及び監査品質に関する重要事項について審議・決定しています。また、最高経営責任者である理事長と品質管
理担当責任者を中心に、各社員がそれぞれの担当分野における役割と責任を担い、相互に連携しながら組織運営を
行っています。社員会は、原則として毎月1回開催する定時社員会に加え、必要に応じて臨時社員会を開催し、重要
事項について適時かつ十分な議論を行うことにより、迅速かつ適切な意思決定を行う体制を整えています。

年次報告書 参照 P.17 組織・ガバナンスに関する基本方針・社員会



【組織体制】

２－２．（1/2） Comply

指針

監査法人は、会計監査に対する社会の期待に応
え、組織的な運営を確保するため、以下の事項を
含め、重要な業務運営における経営機関の役割
を明らかにすべきである。

① 監査品質に対する資本市場からの信頼に大
きな影響を及ぼし得るような重要な事項につい
て、監査法人としての適正な判断が確保され
るための組織体制の整備及び当該体制を活
用した主体的な関与

② 監査上のリスクを把握し、これに適切に対応す
るための、経済環境等のマクロ的な観点を含
む分析や、被監査会社との間での率直かつ深
度ある意見交換を行う環境の整備

③ 法人の構成員の士気を高め、職業的専門家
としての能力を保持・発揮させるための人材育
成の環境や人事管理・評価等に係る体制の
整備

当監査法人の取組み

① 当監査法人では、監査品質に対する資本市場からの信頼に大きな影響を及ぼし得るような重要な事項については、業務執
行社員に加え、審査担当社員及び品質管理担当責任者も交えて十分な検討を行うことにより、組織的な判断を行っていま
す。また、当該事項について社員会での審議が必要と判断される場合には、社員会に付議し、社員による十分な議論を経て
意思決定を行うことで、監査意見の適切性及び監査品質の確保に努めています。

② 当監査法人では、経済環境等のマクロ的な観点を含む分析に基づいて監査上のリスクを適切に把握し、これに的確に対応
するため、被監査会社の代表者との面談を重視しています。経験豊富な業務執行社員が、経済環境及び事業環境に対す
る認識や今後の見通し、経営上の課題等について経営者の見解を聴取することにより、客観的な情報との整合性や監査上
留意すべき事項を十分に検討しています。このような代表者との面談は、定期的に実施するほか、必要に応じて随時実施す
るよう各業務執行社員は留意しており、被監査会社の理解を得ています。また、監査チームにおいても、被監査会社の経理
担当者との日常的なコミュニケーションを重視しています。必要に応じて経理部長等の責任者と速やかに面談し、監査上重要
な事項について確認・協議を行うことができる体制としています。なお、被監査会社に対しては、重要な取引や会計上の論点、
経営上の課題等が生じた場合には、速やかに監査チームへ相談するよう依頼しており、適時かつ十分なコミュニケーションを通
じて、監査品質の維持・向上に努めています。

③ 当監査法人では、職業的専門家としての能力及びその発揮状況を評価項目に含めた人事評価を人事評価規程に基づき
実施しています。また、教育研修規程に基づき教育研修による人材育成の体制を整えています。

年次報告書 参照 P.14 審査／専門的な見解の問合せ ／ P.17 社員会 ／ P.21 人事評価制度 ／ P.22 研修方針・体制



【組織体制】

２－２．（2/2） Comply

指針

④ 監査に関する業務の効率化及び企業に
おいてもデジタル化を含めたテクノロジーが
進化することを踏まえた深度ある監査を
実現するためのIT 基盤の実装化（積
極的なテクノロジーの有効活用を含
む。）に係る検討・整備

当監査法人の取組み

④ 当監査法人では、システムエンジニアとしての実務経験を有する社員をIT･情報セキュリティ担当に選任し、IT基
盤の実装・強化に取り組んでいます。また、システム監査技術者の資格を有する社員及び常勤職員が在籍してお
り、その専門的知見を活かし、 IT･情報セキュリティ担当を中心に、電子監査調書システムの導入、情報セキュリ
ティ体制の強化、新たなデジタル技術の導入など、当監査法人が直面する課題について、そのリスクと期待される
効果を十分に検討した上で、社員会の意思決定を経て整備を進めています。また、AIの活用については、情報セ
キュリティ及び機密情報の保護に十分配慮しながら、業務上の有効性やリスクを検証するため、まずは法人運営
業務を対象として段階的に導入を進めています。

年次報告書 参照 P.23 ITに関する基本方針と現状・今後の方向性



【組織体制】

２－３． Comply

指針

監査法人は、経営機能を果たす人員が監査
実務に精通しているかを勘案するだけではなく、
法人の組織的な運営のための機能が十分に
確保されるよう、経営機能を果たす人員を選
任すべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人は、１９８２年１２月の設立以来、４０年以上にわたり監査業務を中心とした運営を継続しています。
理事長は、１９９３年８月の代表社員就任以来、３０年以上にわたり監査実務及び当監査法人の経営に従事し
ています。他の代表社員も監査実務に精通していることに加え、組織運営及び経営管理に必要な能力を有する者を
選任しています。今後も当監査法人の代表社員は、監査実務に関する専門性に加え、経営管理面の能力を評価し
た上で社員の中から選任されます。
また、当監査法人では、各社員が品質管理、人事評価、アサイン、教育研修、IT･情報セキュリティ及びモニタリングな
どの法人運営に関する役割を分担し、それぞれの分野での経験を通じて、組織的な運営に関する知見を蓄積するとと
もに、将来の経営を担う人材の育成に取り組んでいます。
このように選任された代表社員及び品質管理を分担している社員により構成されている社員会が、当監査法人の組織
的な運営と経営機能を担っております。

年次報告書 参照 P.9 品質管理体制



【組織体制】
独立性を有する第三者

【組織体制】 独立性を有する第三者

原則３

監査法人は、監査法人の経営から独立した立場で経営機能の実効性を監督・評価し、それを通じて、経営の実効性
の発揮を支援する機能を確保すべきである。

当監査法人の基本的な考え方

当監査法人は小規模な組織であるという特性を活かし、社員会を中心とした経営管理を行っていることから、社員が相
互に法人運営及び経営機能の実効性について監督・評価を行うことにより、適切なガバナンスの確保に努めています。
一方で、全ての社員が監査業務及び法人運営に従事しているため、客観的かつ独立した立場で経営機能の実効性
を監督・評価することには一定の限界があります。このため、当監査法人では、独立性を有する第三者であり、監査業
務についても経験豊富な公認会計士に社員会への出席を依頼し、法人運営及び監査品質等に関する事項について
客観的な視点から意見及び助言を受けることにより、経営機能の実効性の向上に努めています。



【組織体制】

３－１． Comply

指針

監査法人は、経営機関等による経営機能の
実効性を監督・評価し、それを通じて実効性
の発揮を支援する機能を確保するため、監
督・評価機関を設け、その役割を明らかにすべ
きである。また、規模・特性等を踏まえて監督・
評価機関を設けないとした場合は、経営機能
の実効性を監督・評価する機能や、それを通
じて実効性の発揮を支援する機能を確保すべ
きである。

当監査法人の取組み

当監査法人では、法人の規模や特性等を踏まえ最高意思決定機関である社員会に対する監督・評価機関は設けて
いません。その代わりとして、社員会における経営機能の実効性を監督・評価し、それを通じて、経営の実効性の発揮
を支援する機能を確保するため、独立性を有する第三者である石久保善之公認会計士を選任しています。

年次報告書 参照 P.17 組織・ガバナンスに関する基本方針 ／ P.18 独立性を有する第三者



【組織体制】

３－２． Comply

指針

監査法人は、組織的な運営を確保し、公益
的な役割を果たす観点から、自らが認識する
課題等に対応するため、独立性を有する第三
者の知見を活用すべきである。併せて、当該
第三者に期待する役割や独立性に関する考
え方を明らかにすべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人では、独立性を有する第三者である石久保善之公認会計士に社員会への出席を依頼しており、その専
門的かつ客観的な知見を法人運営に活用しています。石久保善之公認会計士には、監査業務及び法人経営とは
独立した立場から、社員会の運営状況及び経営機能の実効性を監督・評価するほか、法人内部の構成員だけでは
気づきにくい課題や改善事項等について大所高所からの忌憚のない意見を期待しています。
当監査法人では、独立性を有する第三者の要件を以下のように定義しています。
 選任時点で当監査法人及び当監査法人の関与先との間に利害関係がない者
 過去において当監査法人の社員及び常勤職員の地位になかった者
 当監査法人の上場会社の関与先の役職員の地位に過去5年以内になかった者
 当監査法人の非常勤職員等としての業務の実施が過去5年以内になかった者
なお、石久保善之公認会計士の独立性が維持されていることは、定期的に確かめています。

年次報告書 参照 P.18 独立性を有する第三者



【組織体制】

３－３． Comply

指針

監査法人は、監督・評価機関の構成員又は独立
性を有する第三者について、例えば以下の業務を
行うことが期待されることに留意しつつ、その役割を
明らかにすべきである。
・ 経営機能の実効性向上に資する助言・提言
・ 組織的な運営の実効性に関する評価への関与
・ 経営機能を果たす人員又は独立性を有する第
三者の選退任、評価及び報酬の決定過程への関
与
・ 法人の人材育成、人事管理・評価及び報酬に
係る方針の策定への関与
・内部及び外部からの通報に関する方針や手続の
整備状況や、伝えられた情報の検証及び活用状
況の評価への関与
・ 被監査会社、株主その他の資本市場の参加者
等との意見交換への関与

当監査法人の取組み

当監査法人では、独立性を有する第三者である石久保善之公認会計士との業務委託契約において、委託事項とし
て次の内容を定め、その役割を明確にしています。
 監査業務とは独立した客観的な立場で経営機能の実効性を監督・評価
 原則として定時社員会に出席し、社員会の実効性を監督・評価
 経営機能を果たす人員に係る評価及び報酬の決定過程の聴取
 法人の人材育成、人事管理・評価及び報酬に係る方針の聴取
 内部及び外部からの通報に関する方針や手続の整備状況や、伝えられた情報の検証及び活用状況の評価への

関与
また、理事長は社員の報酬額の決定に際し、各社員の監査業務の品質に関する評価を反映させているかを確認する
ために、独立性を有する第三者である石久保善之公認会計士に意見を求めています。
なお、独立性を有する第三者である石久保善之公認会計士は、社員会における各業務執行社員からの報告を通じ
て、監査業務の実施状況や重要な監査上の事項等を把握することができます。また、社員会以外の場でも、各業務
執行社員とのコミュニケーションにより、会社代表者及び監査役等との面談の状況や株主総会における株主質問の内
容等の情報を把握することができます。

年次報告書 参照 P.17 社員会 ／ P.18 独立性を有する第三者



【組織体制】

３－４． Comply

指針

監査法人は、監督・評価機関等が、その機能
を実効的に果たすことができるよう、監督・評
価機関の構成員又は独立性を有する第三者
に対し、適時かつ適切に必要な情報が提供さ
れ、業務遂行に当たっての補佐が行われる環
境を整備すべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人では、独立性を有する第三者である石久保善之公認会計士に対し、社員会においては社員と同様の情
報を提供しており、社員会以外の場でも、石久保善之公認会計士の求めに応じて必要な情報を提供するようにしてい
ます。

年次報告書 参照 P.18 独立性を有する第三者



【業務運営】

【業務運営】

原則４

監査法人は、規模・特性等を踏まえ、組織的な運営を実効的に行うための業務体制を整備すべきである。また、人材
の育成・確保を強化し、法人内及び被監査会社等との間において会計監査の品質の向上に向けた意見交換や議論
を積極的に行うべきである。

当監査法人の基本的な考え方

当監査法人は、社員及び非常勤を含む約50名が在籍する組織であり、社員全員が監査業務の責任者を務めていま
す。この組織体制を活かし、組織内のコミュニケーションを密に行うことで、社員会の決定事項や品質管理に関する情報
を迅速に共有するとともに、現場からの有益な意見や提案も組織運営に反映する体制を整えています。また、監査品
質を重視した人事評価制度を整備し、法人内部の教育研修に加えて外部研修機関の受講機会も確保することで、
人材の育成・確保に努めています。さらに、当監査法人は被監査会社との建設的な意見交換を重視しており、会社代
表者及び監査役等との面談を積極的に実施することで、監査品質の維持・向上に取り組んでいます。



【業務運営】

４－１． Comply

指針

監査法人は、経営機関等が監査の現場から
の必要な情報等を適時に共有するとともに経
営機関等の考え方を監査の現場まで浸透さ
せる体制を整備し、業務運営に活用すべきで
ある。また、法人内において会計監査の品質
の向上に向けた意見交換や議論を積極的に
行うべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人では、全ての社員が監査業務の責任者であるため、社員会で品質管理担当責任者から情報提供された
品質管理上の重要事項については、監査チームのメンバーに日常的に伝達しています。また、監査チーム内でこれらの
事項について積極的に意見交換を行い、実務上の課題や改善提案など有用な意見を社員会へフィードバックすること
により、現場の知見を品質管理及び組織運営の改善に活かしています。
さらに、理事長は、各社員に対し、監査チームのメンバーの監査の品質向上に関する意見及び監査業務を遂行する上
での環境改善に関する意見等を積極的に聴取し、社員会に報告することを求めています。

年次報告書 参照 P.9 品質管理体制（品質管理委員会） ／ P.13 指揮、監督及び査閲 ／ P.17 社員会



【業務運営】

４－２． Comply

指針

監査法人は、法人の構成員の士気を高め、
職業的専門家としての能力を保持・発揮させ
るために、法人における人材育成、人事管理・
評価及び報酬に係る方針を策定し、運用すべ
きである。その際には、法人の構成員が職業
的懐疑心を適正に発揮したかが十分に評価さ
れるべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人では、教育研修、業務服務、人事評価に関する規程を整備し、監査の品質管理を重視することを明確
にしています。人事評価においては、監査品質に加え、職業的懐疑心を適切に発揮したかどうかについても評価項目に
含めています。
社員評価は年１回、品質管理担当責任者が第１次評価を行い、理事長が第２次評価を実施しています。その社
員評価に基づいて理事長が社員報酬を決定しています。
監査職員評価は年１回、各社員が分担して第１次評価を行い、社員会による第２次評価を実施しています。その
監査職員評価に基づいて理事長が報酬を決定し、社員会に報告しています。

年次報告書 参照 P.21 人事評価制度 ／ P.22 研修方針・体制



【業務運営】

４－３． Comply

指針

監査法人は、併せて以下の点に留意すべきである。

① 法人のそれぞれの部署において、職業的懐疑
心を適切に発揮できるよう、幅広い知見や経
験につき、バランスのとれた法人の構成員の配
置が行われること

② 法人の構成員に対し、例えば、非監査業務の
経験や事業会社等への出向などを含め、会計
監査に関連する幅広い知見や経験を獲得す
る機会が与えられること

③ 法人の構成員の会計監査に関連する幅広い
知見や経験を、適正に評価し、計画的に活用
すること

④ 法人の構成員が業務と並行して十分に能力
開発に取り組むことができる環境を整備するこ
と

当監査法人の取組み

① 当監査法人では監査部門が単一であり、各業務執行社員がメンバーの経験、専門性、能力、得意分野等を総合的に勘案
して監査チームを編成しています。その際には、職業的懐疑心を適切に発揮できるようなバランスのとれた構成となるように十
分に配慮しています。

② 当監査法人では、事業会社等への出向制度は設けていませんが、人材育成の一環として、会計監査に関連する幅広い実
務経験を積む機会の確保に努めています。非監査証明業務については、依頼を受けた場合には、当監査法人の業務遂行
能力、利益相反や独立性の問題の有無等を慎重に検討した上で受嘱の可否を判断しています。また、社員及び常勤職員
について個人での税務業務、非常勤監査役等への就任及び非監査証明業務の受嘱を認めており、会計監査に関連する幅
広い知見や経験を獲得する機会を確保しています。

③ 当監査法人では、外国の公認会計士資格を有する職員や、ITに関する専門的知見を有する職員等、多様な専門性を有
する人材を適切に配置し、それぞれの経験及び能力を活かした監査チームを編成しています。また、IT に関する専門的知見
のある社員をIT･情報セキュリティ担当として社員会で選任し、情報セキュリティ体制の整備・強化及びデジタル技術の活用
を促進しています。

④ 当監査法人では、監査品質の維持・向上を支える人材育成を重要な経営課題と位置づけ、教育研修の充実に努めていま
す。社員及び監査職員が継続的に専門性を高め、その能力を十分に発揮できるよう配慮しています。教育研修については、
法人内部または外部の講師による当監査法人主催の研修会を開催するほか、民間の教育研修団体に加入することで、専
門性の高い多様な研修を受講できる体制を整備しています。

年次報告書 参照 P.13 指揮、監督及び査閲 ／ P.20 人材の多様性の重視・兼業副業を認める体制 ／ P.22 研修方針・体制 ／ P.23 情報セキュリティ ／ P.24 報酬依存度



【業務運営】

４－４． Comply

指針

監査法人は、被監査会社の CEO・CFO 等
の経営陣幹部及び監査役等との間で監査上
のリスク等について率直かつ深度ある意見交
換を尽くすとともに、監査の現場における被監
査会社との間での十分な意見交換や議論に
留意すべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人は被監査会社とのコミュニケーションを重視しており、会社代表者及び監査役等との面談の中で監査上の
リスクについて率直かつ深度のある意見交換を行っています。
これらの面談は定期的な実施に加え、必要に応じて適時に実施するように各業務執行社員は留意しています。

年次報告書 参照 P.13 指揮、監督及び査閲



【業務運営】

４－５． Comply

指針

監査法人は、内部及び外部からの通報に関
する方針や手続を整備するとともにこれを公表
し、伝えられた情報を適切に活用すべきである。
その際、通報者が、不利益を被る危険を懸念
することがないよう留意すべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人では、内部及び外部からの通報に関する方針や手続を、「通報窓口取扱規程」に定めています。当該規
程には、通報書面及び電子メールによる通報の受付及び対応手順を明確化するとともに、通報者の保護に関する規
定が設けられています。また、通報者に対する不利益な取扱いや保護義務違反が認められた場合には、社員会の決
議に従い、関係者に対して必要な処分を行うことができる旨を定めています。

年次報告書 参照



【透明性の確保】

【透明性の確保】

原則５

監査法人は、本原則の適用状況などについて、資本市場の参加者等が適切に評価できるよう、十分な透明性を確保
すべきである。また、組織的な運営の改善に向け、法人の取組みに対する内外の評価を活用すべきである。

当監査法人の基本的な考え方

当監査法人では、「監査法人のガバナンス・コード」の適用状況や、監査品質の維持・向上に向けた取組みについて、
「監査品質のマネジメントに関する年次報告書」を作成し、当監査法人のWebサイト、日本公認会計士協会のWeb
サイトで公表することにより、透明性の確保に努めています。
また、組織運営の継続的な改善を図るため、「監査品質のマネジメントに関する年次報告書」に対して寄せられる意見、
評価等を真摯に受け止め、今後の法人運営及び監査品質の向上に活用していきます。



【透明性の確保】

５－１． Comply

指針

監査法人は、被監査会社、株主、その他の
資本市場の参加者等が評価できるよう、本原
則の適用の状況や、会計監査の品質の向上
に向けた取組みについて、一般に閲覧可能な
文書等で、わかりやすく説明すべきである。

当監査法人の取組み

「監査法人のガバナンス・コード」の適用状況や監査品質の向上に向けた取組みについては、当監査法人のWebサイト
において「監査法人のガバナンス・コード」及び「監査品質のマネジメントに関する年次報告書」として開示しています。

年次報告書 参照 本年次報告書（P.1-25）全体



【透明性の確保】

５－２．（1/4） Comply

指針

監査法人は、品質管理、ガバナンス、IT・デジタル、
人材、財務、国際対応の観点から、規模・特性等を
踏まえ、以下の項目について説明すべきである。

① 会計監査の品質の持続的な向上に向けた、自
ら及び法人の構成員がそれぞれの役割を主体
的に果たすためのトップの姿勢

② 法人の構成員が共通に保持すべき価値観及び
それを実践するための考え方や行動の指針

③ 監査法人の中長期的に目指す姿や、その方向
性を示す監査品質の指標（AQI：Audit 
Quality Indicator)又は会計監査の品質の向
上に向けた取組みに関する資本市場の参加者
等による評価に資する情報

当監査法人の取組み

① 当監査法人のWebサイト上の「理事長ご挨拶」及び品質への取組みについての「理事長メッセージ」動画において、
監査品質を最優先とする経営方針及び理事長の考え方を発信しています。

② 当監査法人のWebサイト上のトップページにおいて経営理念と5つの行動指針を示しています。
③ 当監査法人は、１９８２年１２月の設立以来、４０年以上にわたり監査業務を中心とした法人運営を行ってい

ます。その結果、監査業務に係る報酬が法人全体の収入の９７％を占めており、非監査証明業務の割合は僅か
です。中長期的にも、いたずらに規模の拡大を追求することなく、社員を中心とした体制のもとで既存の関与先に対
して質の高い監査業務を提供することを基本方針としています。一方で、新規の監査契約の受嘱は、監査法人とし
ての社会的責任を果たすとともに、持続的な法人運営を実現する上で重要な経営課題であると認識しています。こ
のような観点からAQIとして、「金融商品取引法適用会社数を社員数で除した値」を採用し、この値を概ね1.25以
下とすることを目標としています。当該AQIについては「監査品質のマネジメントに関する年次報告書」において開示
しています。また、当監査法人は小規模であるため、会計監査の品質の向上に向けた取組みについて、資本市場の
参加者等から直接評価を受ける機会は多くありません。一方で、監査品質に対する評価は、日々の監査業務の遂
行や被監査会社との信頼関係を通じて形成されるものと考えています。このため、当監査法人のWebサイト上で、
監査品質に関する方針、及びその運用状況を継続的に開示していくことが、資本市場の参加者その他ステークホル
ダーによる評価に資する情報の提供になると考えています。

年次報告書 参照 P.4 経営理念・行動指針 ／ P.5 監査品質目標AQI ／ P.10 品質を重視する風土の醸成 ／ P.13 指揮、監督及び査閲



【透明性の確保】

５－２．（2/4） Comply

指針

④ 監査法人における品質管理システムの状況
⑤ 経営機関等の構成や役割
⑥ 監督・評価機関等の構成や役割。独立性を有

する第三者の選任理由、役割、貢献及び独立
性に関する考え方

⑦ 法人の業務における非監査業務（グループ内を
含む。）の位置づけについての考え方、利益相
反や独立性の懸念への対応

⑧ 監査に関する業務の効率化及び企業におけるテ
クノロジーの進化を踏まえた深度ある監査を実現
するための IT 基盤の実装化に向けた対応状況
（積極的なテクノロジーの有効活用、不正発見、
サイバーセキュリティ対策を含む。）

⑨ 規模・特性等を踏まえた多様かつ必要な法人の
構成員の確保状況や、研修・教育も含めた人
材育成方針

当監査法人の取組み

④ 原則1から4の指針に対する当監査法人の取組に記載しています。
⑤ 当監査法人は、社員１１名で構成する「社員会」を実効的な経営（マネジメント）機関としています。
⑥ 原則３の指針に対する当監査法人の取組に記載しています。
⑦ 当監査法人の非監査証明業務の割合は僅かですが、非監査証明業務の受嘱について消極的であるということではな

く、依頼を受けた場合には、当監査法人の業務遂行能力、利益相反や独立性の問題の有無等を慎重に検討した上
で受嘱の可否を判断しています。

⑧ 当監査法人では、システムエンジニアとしての実務経験を有する社員をIT･情報セキュリティ担当に選任し、情報セキュリ
ティ体制整備・強化及びIT 基盤の実装化・高度化に取り組んでいます。また、監査で使用する PC の紛失等による情
報漏洩リスクを低減させるため、暗号化技術を活用したソフトウェアを導入し、監査データを原則として端末内に保存し
ない運用を行うなど、情報資産の適切な保護に努めています。

⑨ 当監査法人では、外国の公認会計士資格を有する職員や、ITに関する専門的知見を有する職員等、多様な専門
性を有する人材を適切に配置し、それぞれの経験及び能力を活かした監査チームを編成しています。また、監査品質の
維持・向上を支える人材育成を重要な課題と位置づけ、教育研修の充実に努めています。教育研修については、法
人内部または外部の講師による当監査法人主催の研修会を開催するほか、民間の教育研修団体に加入することで、
専門性の高い多様な研修を受講できる体制を整備しています。

年次報告書 参照 P.18 独立性を有する第三者 ／ P.23 ITに関する基本方針、情報セキュリティ及び今後の方向性



【透明性の確保】

５－２．（3/4） Comply

指針

⑩ 特定の被監査会社からの報酬に左右されない
財務基盤が確保されている状況

⑪ 海外子会社等を有する被監査会社の監査への
対応状況

当監査法人の取組み

⑩ 当監査法人では、特定の被監査会社への経済的依存を回避し、独立性を確保するため、新規監査契約の受嘱
にあたり、監査報酬の構成割合を踏まえて受嘱の可否を判断しています。また、社員が個人として税務業務や非監
査証明業務等を受嘱することを認めることにより、監査業務以外の収入を確保し、財政的基盤を多様化できるよう
配慮しています。これらの取組みにより、特定の監査先からの報酬依存度が15％を超えないように管理しています。
2026年3月期において、報酬依存度が15％を超えた監査先はありません。

⑪ 当監査法人では、海外子会社等に重要性が認められる場合には、直接往査することを原則としています。ただし、
対象国の治安情勢等により直接の往査が困難な場合には、関与先に対し現地監査事務所との監査契約締結を
依頼するとともに、監査上の指示（インストラクション）を行い、その実施結果を適切に評価することにより、十分か
つ適切な監査証拠の入手に努めています。

年次報告書 参照 P.15 品質管理システムの監視・評価 ／ P.22 研修方針・体制 ／ P.24 財務運営に関する基本方針/報酬依存度



【透明性の確保】

５－２．（4/4） Comply

指針

⑫ 監督・評価機関等を含め、監査法人が行った、
監査品質の向上に向けた取組みの実効性の評
価

当監査法人の取組み

⑫ 当監査法人は、小規模な組織であることから特別な経営機関は設けず、社員会の決定により経営を行っていま
す。品質管理システムについては、理事長を最高責任者とするとともに、品質管理の整備・運用部門として品質管
理室を設置しています。品質管理室には、社員会が選任した品質管理担当責任者（代表社員）及び、品質管
理担当者（社員）を配置し、品質管理システムの整備及び運用を行っています。また、品質管理室に加え、人事
評価、アサイン、教育研修、及びIT･情報セキュリティの各担当者を社員の中から選任し、品質管理システムの運
用を担う体制を整えています。当監査法人では、モニタリング責任者が品質管理システムの整備及び運用状況を評
価し、その結果及び改善状況を社員会で共有しています。社員会では、これらを踏まえて必要な改善策を検討する
ことにより、監査品質の向上に向けた取組みの実効性を継続的に高めています。なお、当監査法人のモニタリング責
任者である理事長柿原佳孝は、2026年3月31日を基準日として品質管理システムの整備及び運用状況を評価
した結果、当監査法人の品質管理システムは、当該システムの目的が達成されているという合理的な保証を提供し
ているものと判断しています。また、当監査法人では、独立性を有する第三者として石久保善之公認会計士を選
任しています。石久保善之公認会計士は、当監査法人の監査業務には直接関与しておりませんが、豊富な監査
実務経験に加え、監査法人の組織運営に関する知見を有しています。石久保善之公認会計士は社員会に出席
し、社員会の運営及び経営機能の実効性を監督・評価するとともに、法人内部の構成員だけでは気づきにくい課
題や改善事項等について大所高所からの忌憚のない意見を表明しています。

年次報告書 参照 P.9 品質管理体制 ／ P.15 品質管理システムの監視・評価 ／ P.22 研修方針・体制 ／ P.24 財務運営に関する基本方針/報酬依存度



【透明性の確保】

５－３． Not Applicable

指針

グローバルネットワークに加盟している監査法人や、他の
法人等との包括的な業務提携等を通じてグループ経
営を行っている監査法人は、以下の項目について説明
すべきである。
・グローバルネットワークやグループの概略及びその組織
構造並びにグローバルネットワークやグループの意思決
定への監査法人の参画状況
・ グローバルネットワークへの加盟やグループ経営を行う
意義や目的（会計監査の品質の確保やその持続的
向上に及ぼす利点やリスクの概略を含む。）
・ 会計監査の品質の確保やその持続的向上に関し、
グローバルネットワークやグループとの関係から生じるリス
クを軽減するための対応措置とその評価
・ 会計監査の品質の確保やその持続的向上に重要な
影響を及ぼすグローバルネットワークやグループとの契約
等の概要

当監査法人の取組み

グローバルネットワークに加盟しておらず、他の法人等との包括的な業務提携等を通じてグループ経営を行っていないた
め、該当事項はありません。

年次報告書 参照 P.25 国際対応基盤



【透明性の確保】

５－４． Comply

指針

監査法人は、会計監査の品質の向上に向け
た取組みなどについて、被監査会社、株主、そ
の他の資本市場の参加者等との積極的な意
見交換に努めるべきである。その際、監督・評
価機関の構成員又は独立性を有する第三者
の知見を活用すべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人では、会社代表者及び監査役等との面談の中で、当監査法人での監査品質の向上に向けた取組みに
ついて説明するとともに、会計監査に対する要望や意見を伺い、必要に応じて法人運営や監査品質の向上に反映し
ています。
株主、その他の資本市場の参加者等と直接意見交換をする機会はありませんが、監査品質の向上に向けた取組みな
どについては、当監査法人のWebサイト上や公認会計士協会のWebサイトで公表しています。
なお、独立性を有する第三者である公認会計士についても、株主、その他の資本市場の参加者等と直接に意見交換
を行う機会はありませんが、監査法人の組織運営及び監査品質の向上に関する豊富な知見に基づく助言・提言を受
け、法人運営の改善に活用しています。

年次報告書 参照



【透明性の確保】

５－５． Comply

指針

監査法人は、本原則の適用の状況や監査品
質の向上に向けた取組みの実効性を定期的
に評価すべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人では、モニタリング責任者が毎年「監査法人のガバナンス・コード」の適用状況を評価し、その結果を社員
会に報告しています。また、監査品質向上への取組みの実効性についても、モニタリング責任者が品質管理システムの
評価を実施し、その結果及び改善状況を社員会に報告しています。社員会では、これらの評価結果を踏まえ、必要な
改善策を検討・実施しています。

年次報告書 参照 P.9 品質管理体制（モニタリング責任者） ／ P.15 品質管理システムの監視・評価



【透明性の確保】

５－６． Comply

指針

監査法人は、資本市場の参加者等との意見
交換から得た有益な情報や、本原則の適用
の状況などの評価の結果を、組織的な運営の
改善に向け活用すべきである。

当監査法人の取組み

当監査法人は、小規模な監査法人であることから、資本市場の参加者等との直接的な意見交換を行う機会は限定
的です。
一方で、監査品質のマネジメントに関する年次報告書及び「監査法人のガバナンス・コード」への取組み状況について、
当監査法人のWebサイトに掲載しており、Webサイト閲覧者から寄せられた情報等を組織的な運営の改善に向け活
用しています。

年次報告書 参照
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